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(百万円未満切捨て)

１．2022年12月期第１四半期の連結業績（2022年１月１日～2022年３月31日）
（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年12月期第１四半期 71,286 ― 117 295.8 177 133.0 110 77.2

2021年12月期第１四半期 64,692 △2.4 29 ― 76 ― 62 ―

(注)包括利益 2022年12月期第１四半期 △24 百万円 ( ―％) 2021年12月期第１四半期 △149 百万円 ( ―％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年12月期第１四半期 12.61 ―

2021年12月期第１四半期 7.11 ―
(注)「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当第１四半期連結会計期間の期首から

適用しており、2022年12月期第１四半期に係る売上高については、当該会計基準等を適用した後の数値となってい
るため、対前年同四半期増減率は記載しておりません。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2022年12月期第１四半期 90,350 28,389 31.4

2021年12月期 111,054 28,545 25.7

(参考) 自己資本 2022年12月期第１四半期 28,389 百万円 2021年12月期 28,545 百万円

(注)会計方針の変更に伴い、2021年12月期の各数値は遡及適用が行われております。詳細につきましては、「２．四半
期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）の（未収リベートの
相殺処理の時期の変更）」をご参照ください。

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年12月期 ― 15.00 ― 15.00 30.00

2022年12月期 ―

2022年12月期(予想) 17.00 ― 17.00 34.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2022年12月期の連結業績予想（2022年１月１日～2022年12月31日）
(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 306,000 ― 1,370 18.8 1,650 13.7 1,070 1.7 121.84
(注)１．直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

２．2022年12月期の期首より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を適用して
おります。上記の連結業績予想の売上高は当該会計基準等を適用した後の金額となっているため、対前期増減
率は記載しておりません。



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 有

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年12月期１Ｑ 8,781,749株 2021年12月期 8,781,749株

② 期末自己株式数 2022年12月期１Ｑ ―株 2021年12月期 ―株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年12月期１Ｑ 8,781,749株 2021年12月期１Ｑ 8,781,749株

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。なお、業績予

想の前提となる条件及び業績予想のご利用に当たっての注意事項等については、添付資料のＰ.３「１．当四半期決算

に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

当社グループは、第１四半期連結会計期間より、未収リベートの相殺処理の時期についての会計方針

の変更を行っており、遡及適用の内容を反映させた数値で前連結会計年度との比較・分析を行っており

ます。

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期連結累計期間の食品流通業界を取り巻く環境は、年初来から全国的なオミクロン変

異株の流行に伴うまん延防止等重点措置の適用等、新型コロナウイルス感染症の影響が続いており

ます。また、昨年から原油高、原材料費・人件費の高騰による商品価格の値上げが続く中、円安に

加えて世界情勢の悪化により、先行きが見通せない状況となっております。

このような状況の下、当グループは「アクセル２０２５ 新しい時代における最適流通の創造

― 顧客と地域を支える信頼度№１グループへ ―」をグループ長期戦略の長期ビジョンとして掲

げ２年目を迎えました。長期ビジョンの実現に向け当社グループが一丸となって、販売戦略・物流

戦略両輪での取組を引き続き進めております。

当第１四半期連結累計期間の業績につきましては、前連結会計年度に国分フードクリエイト株式

会社から譲り受けた低温事業並びに連結子会社化した三給株式会社の寄与に加えて、コンビニエン

スストアにおける主力得意先の売上拡大等により、売上高は712億86百万円となりました。利益面

では増収による売上総利益の増加に加え、各種改善の取組によるコスト抑制等により営業利益は１

億17百万円（前年同期比295.8％増）、経常利益は１億77百万円（前年同期比133.0%増）、親会社

株主に帰属する四半期純利益は１億10百万円（前年同期比77.2%増）となりました。

なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当第１四半

期連結会計期間の期首より適用しております。当第１四半期連結累計期間の売上高は、当該会計基

準等を適用した後の数値となっているため、対前年同四半期増減率は記載しておりません。詳細に

つきましては、「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事

項（会計方針の変更）の（収益認識に関する会計基準等の適用）」をご参照ください。

当社グループは、食品酒類卸売事業及びこれらの付帯事業の単一セグメントであるため、セグメ

ントごとの記載を省略しております。

（２）財政状態に関する説明

当第１四半期連結会計期間末の総資産は903億50百万円となり、前連結会計年度末と比べて207億

３百万円の減少となりました。これは主に受取手形及び売掛金が132億64百万円、商品及び製品が

39億93百万円、現金及び預金が31億89百万円それぞれ減少したことによるものであります。

また、当第１四半期連結会計期間末の負債合計は619億61百万円となり、前連結会計年度末と比べ

て205億47百万円の減少となりました。これは主に支払手形及び買掛金が203億24百万円減少したこ

とによるものであります。

さらに、当第１四半期連結会計期間末の純資産合計は283億89百万円となり、前連結会計年度末と

比べて１億55百万円の減少となりました。これは主にその他有価証券評価差額金が１億19百万円減

少したことによるものであります。



セントラルフォレストグループ株式会社(7675) 2022年12月期 第１四半期決算短信

―3―

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2022年12月期の連結業績予想につきましては、2022年２月10日に公表いたしました業績予想に変

更はありません。

なお業績予想は、本資料発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際

の業績は今後様々な要因により予想数値と異なる可能性があります。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 14,103 10,914

受取手形及び売掛金 48,806 35,541

商品及び製品 11,183 7,189

原材料及び貯蔵品 54 56

未収入金 9,450 8,551

預け金 5,901 6,806

その他 671 602

貸倒引当金 △7 △4

流動資産合計 90,163 69,657

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 3,030 2,986

土地 4,618 4,618

その他（純額） 803 766

有形固定資産合計 8,452 8,371

無形固定資産 1,319 1,311

投資その他の資産

投資有価証券 7,920 7,745

退職給付に係る資産 642 645

差入保証金 2,244 2,205

その他 321 424

貸倒引当金 △11 △11

投資その他の資産合計 11,117 11,009

固定資産合計 20,890 20,693

資産合計 111,054 90,350
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 72,980 52,656

未払金 4,880 4,623

未払法人税等 403 106

賞与引当金 285 260

役員賞与引当金 10 2

その他 733 1,215

流動負債合計 79,295 58,865

固定負債

繰延税金負債 1,310 1,241

債務保証損失引当金 150 150

退職給付に係る負債 10 10

資産除去債務 527 529

その他 1,215 1,164

固定負債合計 3,213 3,095

負債合計 82,508 61,961

純資産の部

株主資本

資本金 1,600 1,600

資本剰余金 6,053 6,053

利益剰余金 17,489 17,468

株主資本合計 25,142 25,121

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 3,201 3,082

退職給付に係る調整累計額 200 184

その他の包括利益累計額合計 3,402 3,267

純資産合計 28,545 28,389

負債純資産合計 111,054 90,350
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2021年１月１日
至 2021年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
至 2022年３月31日)

売上高 64,692 71,286

売上原価 58,957 64,717

売上総利益 5,734 6,568

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 4,056 4,430

給料及び手当 688 853

賞与引当金繰入額 189 216

役員賞与引当金繰入額 2 3

退職給付費用 11 8

賃借料 123 152

貸倒引当金繰入額 △0 △2

その他 634 790

販売費及び一般管理費合計 5,704 6,451

営業利益 29 117

営業外収益

受取利息 5 5

受取配当金 10 14

その他 42 50

営業外収益合計 58 70

営業外費用

支払利息 1 1

売電費用 5 5

その他 4 2

営業外費用合計 11 10

経常利益 76 177

特別利益

投資有価証券売却益 16 28

資産除去債務戻入益 13 ―

特別利益合計 29 28

特別損失

減損損失 0 0

特別損失合計 0 0

税金等調整前四半期純利益 105 205

法人税、住民税及び事業税 41 83

法人税等調整額 2 11

法人税等合計 43 94

四半期純利益 62 110

親会社株主に帰属する四半期純利益 62 110
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2021年１月１日
至 2021年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
至 2022年３月31日)

四半期純利益 62 110

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △199 △119

退職給付に係る調整額 △13 △15

その他の包括利益合計 △212 △134

四半期包括利益 △149 △24

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △149 △24



セントラルフォレストグループ株式会社(7675) 2022年12月期 第１四半期決算短信

―8―

（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

(収益認識に関する会計基準等の適用)

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計

基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの

支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を

認識することとしております。

なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2021年３月

26日）第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品及び製品の販売において、出荷時から当該

商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収

益を認識しております。

当社の連結子会社は得意先より原材料を購入し、工場にて加工を行った上で仕入価格に加工費

等を上乗せした製品を当該得意先に対して販売する取引を行っております。従来は連結損益計算

書上、売上高と売上原価を総額表示しておりましたが、売上高と売上原価を純額表示しておりま

す。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な

取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した

場合の累積的影響額を、当第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高

から新たな会計方針を適用しております。

この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は30百万円減少し、売上原価は30百万円減少し

ておりますが、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益、期首の利益剰余金に与える

影響はありません。

なお、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号 2020年３月31日）第28-15

項に定める経過的な取扱いに従って、前第１四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる

収益を分解した情報を記載しておりません。

(時価の算定に関する会計基準等の適用)

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計

基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及

び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経

過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用す

ることとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。
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(未収リベートの相殺処理の時期の変更)

当社の連結子会社である株式会社トーカンは、買掛金と未収リベートの相殺処理の時期を債務

の支払時から債権・債務の確定時に変更致しました。当該会計方針の変更は遡及適用され、前連

結会計年度については遡及適用後の連結財務諸表となっております。

この変更は基幹システムの変更を契機に、債権債務が確定した時点で相殺処理を行った方が当

社グループの財政状態をより適切に表示できると判断したことによるものであります。

この結果、遡及修正を行う前と比べて、前連結会計年度末の貸借対照表において、未収入金が

414百万円、支払手形及び買掛金が414百万円それぞれ減少しております。

なお、当該会計方針の変更が連結損益計算書及び１株当たり情報に与える影響はありません。


